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事務事業評価シート

款

項

目

１．事務事業の位置付け ２．事務事業の概要

1

3

4

５．今後の方向性（担当室による内部評価）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画   地域包括支援センターが、指定介護予防支援事業者
として、要支援認定(要支援１・要支援２）を受けた要支
援者に対し、自立支援や予防型介護の視点に立って介
護予防計画を作成し、サービスの調整を行う。（一部は
市内居宅介護支援事業所へ委託）
また、「新しい総合事業」を実施することで、より一層介
護予防と生活支援サービスに重点をおいた介護予防ケ
アマネジメントを実施していく。

H.28年度（事業量・取組実績） H.29年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

介護予防計画作成（介護予防
サービス計画・介護予防ケア
マネジメント）と介護・福祉
サービス調整

介護予防計画作成（介護予防
サービス計画・介護予防ケア
マネジメント）と介護・福祉
サービス調整

H.30年度(事業計画) H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画)

介護予防計画作
成（介護予防サー
ビス計画・介護予
防ケアマネジメン
ト）と介護・福祉
サービス調整

介護予防計画作
成（介護予防サー
ビス計画・介護予
防ケアマネジメン
ト）と介護・福祉
サービス調整

介護予防計画作
成（介護予防サー
ビス計画・介護予
防ケアマネジメン
ト）と介護・福祉
サービス調整

事業内容

(H.29)No. 1038 (H.28)No. 1038

事務事業名 介護予防サービス事業
会計区分 事業コード 147202
一般会計 （中事業名）※予算書事業名

民生費 介護予防サービス事業

担当部局名 担当室名 室長名 社会福祉費 （小事業名）

地域福祉の充実   要支援・要介護状態への予防やその重症化の予防、
改善を図る。そのことにより、高齢者が自立した生活を
営めるよう支援していく。

施 策 社会保障

重点プロジェクト

福祉子ども部 地域包括支援センター 宮崎　正秀 老人福祉費 介護予防サービス事業

総
合
計
画

政 策 支え合い健康でいきいきと暮らせるまち 事業目的（めざす効果）

基本施策

H.30年度(計画予
算)

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)H.27繰越分 H.28現年分

①直接事業費 14,873千円 22,000千円 22,500千円 23,000千円

H.28年度（決算見込） H.29年度(作成時予算額)

H.28繰越分 H.29現年分

17,992千円

人
工
数

職員 0.55人

国･県支出金

14,873

内
訳

(

千
円

)

その他（諸収入）

0千円 0千円 0千円

①+②総事業費 0千円 14,873千円 22,000千円 22,500千円 23,000千円

0千円 0千円

0千円 17,992千円

②概算人件費 0千円 0千円

0.75人 0.75人 0.75人

臨時職員等 2.99人 6.00人 6.50人 7.00人

0.75人

5.58人

地方債

22,000 22,500 23,000

一般財源 0 0 0 0 0

17,992

0 0

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（拡大）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画

2025年度を見据え、介護や医療、予防、生活支援、住まいを包括的に提供する地域包括ケアシ
ステムの構築しており、また総合事業の実施により地域の実情に応じて多様な担い手による多
様なサービスを組み込んだケアマネジメントに取り組みます。また、増加する要支援者に対応す
るため、地域包括支援センター機能を有する基幹まち保の構築を目指します。

名張市老人保健福祉計画・介護保険事業
計画

４．担当室による事務事業の点検

介護予防プランを一部居宅介護支援事業所へ委託しているが、市内の居宅介護支援事業所に所属する介護支援専門員が慢性的に不足して
いることから、適切な介護予防支援を継続していくためには、介護支援専門員の質と人数の確保が課題となる。高齢者が安心して住み慣れた
自宅で、自立した生活を送るためには、介護予防サービス以外にも、日常生活を支援する仕組みを地域組織との検討をすすめていく。日常生活
支援にかかる部分では、地域づくり組織が立ち上げた有償ボランティア等との連携・協働が期待できる。

考察（H.28年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）


